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は じ め に
１．研究の背景と問題提起
　現在，日本の農業政策の指針である「みどりの食料
システム戦略」において，2050年までに化学肥料の
使用量を30%削減するという目標が掲げられている
（農林水産省，2021）．この目標達成に向け，有機物
の循環利用や施肥のスマート化など，様々な新技術の
開発が急がれている．しかし，有望な技術が開発され
ても，必ずしも農業現場へ順調に普及するわけではな
い．技術の開発者と導入者である農業者との間には
様々な阻害要因が存在し（上西・梅本，2018），その
一つに，新技術が農業者にとって多様な意味合いを持
ち，導入動機やその形成要因が複雑であることが指摘
されている（上西，2018）．したがって，新技術の普
及を促進するためには，技術の利用者である農業者が
技術をいかに評価し，選択するのかという意思決定の
過程を解明することが不可欠である．

２．先行研究のレビューと本稿の課題
　農業技術の導入動機や意思決定に関する研究はこ
れまでも蓄積されてきた（藤田，1987；浅井・山口，
1998など）．しかし，これらの多くは特定の経営類型

に適用される技術を対象としており，化学肥料のよう
に多様な経営類型で利用されうる汎用的な技術に同様
の議論が適用できるかは明らかではない．
　近年，吴ら（2023）は，環境配慮型の肥料（濃縮バ
イオ液肥，以下 Bio-CLF）に対する農家の利用意向を
分析し，露地野菜農家，大規模稲作農家，大規模施設
野菜農家ほど利用意向が高いことを明らかにした．こ
れは，営農類型によって新技術への評価が異なること
を示唆する重要な知見である．しかし，浅井・山口
（1998）が指摘するように，技術導入の動機は導入効
果（誘因）への期待から生まれる．つまり，吴らの研
究で見られた営農類型による利用意向の差は，新技術
が持つ特徴（導入効果）に対する評価が営農類型ごと
に異なることに起因すると考えられる．だが，具体的
にどの特徴が，どの営農類型で，どのように評価され
ているのかまでは十分に解明されていなかった．

３．研究目的と仮説
　そこで本研究では，先行研究で残された課題を踏ま
え，より広範な農業者に適用可能な汎用的技術を対象
として，新技術が持つ特徴に対する生産者の評価構造
を，営農類型別に明らかにすることを目的とする．生
産者のニーズを細分化し，技術普及における課題の根
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本原因を明確にすることは，今後の技術開発と普及戦
略の双方に貢献できると考える．
　本研究では，農業基本情報（農林水産省，2024）を
参考にして，売上高が最も高い品目に基づき，研究対
象となる農業者を「穀物」「果樹」「野菜」の３グルー
プに分類した２．表１は各グループに属する農家の社
会属性に関する基本統計量である．

　そして，各グループの経営特性に関する考察（農林
水産省，2024；羽石，2024）に基づき，以下の研究仮
説を立てて検証を行う．
研究仮説１：穀物グループは，省力化に関する特徴を

重視する．
研究仮説２：果樹グループは，品質向上に関する特徴

を重視する．
研究仮説３：野菜グループは，肥料成分に関する特徴

を重視する．

研 究 方 法
１．研究対象
　農業生産分野における新しい技術はドローン利用や
除草ロボット，ICT機器など多岐にわたるが，本研究
では肥料面の新しい技術に注目する．「みどりの食料
システム戦略」では「食品残渣・汚泥等からの肥料成
分の回収・活用」が掲げられており，再生リンやメタ
ン発酵消化液の活用が挙げられるものの，費用，成分
調整，運搬・散布の面で課題が残っている．本研究で
は，これらの課題解決が期待され，資源循環や環境負
荷低減に繋がる Bio-CLF×液状MAP（以下，MAP
混合液肥）を研究対象とする．MAP混合液肥は，液
体肥料 Bio-CLFと液状化したMAPを混合して作製
される．Bio-CLFは，家畜排せつ物や食品廃棄物な
どをメタン発酵させ，バイオガスを回収した後に残る
メタン発酵消化液から，特許技術によって肥料成分を
分離・抽出・濃縮した液体肥料である．一方の液状
MAPは，下水道資源等から回収されたリンを原料と

2 各グループの農家が栽培する作物に関しては付表に示す．

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表 1 営営農農類類型型別別農農家家のの基基本本統統計計量量  

表 2 ベベーータタ回回帰帰分分析析にに⽤⽤いいたた変変数数ととそそのの定定義義  

表１　営農類型別農家の基本統計量

2



新しい技術に対する農家の営農類型別意識調査

3 合崎（2017）や合崎（2021）を参考に本研究では r = 4 と定めた．
4 ベータ回帰に関しては志賀ら（2014）を参考にした．

する肥料「MAP」を液状化させたものである．従来，
粒状のMAPは製造コストの高さが課題であったが，
液状で利用することによりコストを抑制し，再生リン
の利用拡大を図る試みがなされている．詳細は矢部
（2023）を参照されたい．このMAP混合液肥は，矢
部（2023）などを参考にすると，一般的な化学肥料と
比較して以下の７つの特徴（効果）が期待される．
①　有機性廃棄物由来であり，NPKをバランスよく
含む特徴（以下 NPK）
②　肥料成分の割合を自由に調製できる特徴（以下

Rate）
③　有機認証を取得することができる特徴（以下

Org）
④　貯蔵・運搬が容易で，ドローンでの散布も可能で
ある特徴（以下 Drone）
⑤　一般的な肥料費の25％を削減できる特徴（以下

Cost）
⑥ 化学肥料施用時と比べ，農作物の甘味と酸味のバ
ランスが良くなる特徴（以下 Balance）
⑦　一般的な化学肥料に比べ，農作物の糖度が高くな
る特徴（以下 Sugar）

２．調査方法
　本研究では，MAP混合液肥の潜在的な購入者であ
る農業者の評価を明らかにするため，アンケート調査
を実施した．調査はアンケート調査会社に依頼し，同
社の調査モニターのうち，専業農家または兼業農家で
あると自己申告で回答した650名を対象にスクリーニ
ングを行い，本調査への協力を得た．調査対象者と
なった農家の経営体分布は，専業農家が49.5%，農業
の収入の方が多い第１種兼業農家が10.6%，農業以外
の収入の方が多い第２種兼業農家が39.8%であった．

３．分析手法
　本研究では，MAP混合液肥が持つ複数の特徴に対
する農業者の選好を明らかにするため，回答者の負担
を軽減しつつ詳細な比較分析が可能なベスト・ワース
ト・スケーリング（BWS）を用いる．これは，各項
目で最も良い（Best）と最も悪い（Worst）が選ばれ
た回数を元に項目間の相対的な重要度を計測する方法
であり，調査票は全 N 個の特徴から無作為に k 個抽
出して，選択肢群を各特徴が全体で r 回抽出するよう

に作成する．すなわち，回答者は全部で r 個の質問に
回答することになる．特徴 j が魅力的だと思われる程
度 BWjは以下の式で定義される．

BWj = Bj－Wj

n：回答者数
j：MAP混合液肥の各特徴（研究対象の節を参照）
Bj：特徴 j が「最も魅力的だ」と選ばれた回数
Wj：特徴 j が「最も魅力的でない」と選ばれた回数
　また，BWj を標準化した値 sbw. j を以下で定義し，
分析にはこれを用いる．

r：BWS全設問を通じて特徴 j が出現した回数３

　加えて，各特徴が魅力的だと評価される背景要因
を分析するため，ベータ回帰を用いる．なお，ベー
タ回帰の目的変数には，回答者 i が特徴 j を最も魅力
的だと感じる程度（SPij）を設定する．例えば，回答
者 i が NPKを最も魅力的だと感じる程度は SPiNPKと
定義する．紙面の都合上，SPij の具体的な算出方法に
ついては，合崎（2017）を主として，村上ら（2022），
Lusk and Briggman（2009）及び Train（2003）を参
照されたい．また，ベータ回帰については，目的変数 
y が，確率密度関数が以下で定義されたベータ分布に
従うとする4．

ただし，μはベータ分布の平均値，ϕは精度パラメー
タである．μを０と１の範囲に制約するため，リンク
関数 g (·)を用いて次のようにモデル化する．先行研究
を踏まえ，本研究では g (μ) = log (μ)とする．

∑
n

i = 1
Bj= 　　　  Bij 

∑
n

i = 1
Wj = 　　　Wij  

BWj

nr
sbw. j = 

f (y;μ,ϕ) =
Γ (φ)

Γ (μφ) Γ ((1－ μ) φ)  
yμϕ－1 (1－y)(1－μ)ϕ－1)，

0 < y < 1

g ( μi) = xi
Tβ
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また，ϕについては，以下のような定数とする．

yiが独立にベータ分布に従うとすると，尤度関数は以
下のように表される．

分析は統計解析環境 R上で betaregパッケージを用い
て最尤推定を行い，係数を得た．

h (φ) = zi
Tγ

L ( β, φ ) = f (yi; μi, φ) ∏
i = 1

n

４．変数の定義
　本研究の分析で用いる説明変数を表２のように定義
する．続けて，表３に分類した回答者グループごとに
説明変数の基本統計量を示す．

分 析 結 果
　図１から図３は，BWSカウントアプローチによっ
てMAP混合液肥の各特徴に対する選好を営農類型別
に求めたものである．なお，図中の値が正であること
は，すべての特徴の中で，魅力的だと思われた回数の
方が魅力的でないと思われた回数よりも少ない時であ
り，相対的に魅力的だと思われていたことを意味して
いる．
　図１から図３より，穀物グループと野菜グループは
共通して「Cost: 一般的な肥料代の25%を削減できる」

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表 1 営営農農類類型型別別農農家家のの基基本本統統計計量量  

表 2 ベベーータタ回回帰帰分分析析にに⽤⽤いいたた変変数数ととそそのの定定義義  表２　ベータ回帰分析に用いた変数とその定義

 
 
 

 
 
 
 

 
註 1）カッコ内は標準誤差を表している。 

註 2）**，*は，5％，10％水準で有意となっている。 
 
 
 
 
 

表 3 営営農農類類型型別別農農家家のの説説明明変変数数のの基基本本統統計計量量  

表 4 ベベーータタ回回帰帰分分析析のの結結果果  

表３　営農類型別農家の説明変数の基本統計量
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特徴，「NPK: 有機性廃棄物由来であり，NPKをバラ
ンスよく含む」特徴，「Rate: 肥料成分の割合を自由に
調製できる」特徴が魅力的だと思われた一方で，果樹
グループは「Cost: 一般的な肥料代の25%を削減でき
る」特徴，「Sugar: 一般的な化学肥料に比べて，農作
物の糖度が高くなる」特徴，「Balance: 化学肥料施用
時と比べて，農作物の甘味と酸味のバランスが良くな
る」特徴が魅力的だと思われたことが読み取れる．
　また，表４には，グループ別回答者別に算出した 
SPijのうち，各グループで sbw.j >０，すなわち魅力
的だと思われた回数の方が魅力的でないと思われた回
数よりも少ないMAP混合液肥の特徴を目的変数とし
て，各々分析したベータ回帰の分析結果を示す．ま
た，説明変数は表３で示したものを用いて分析を行っ
たが，有意な変数がなかったものについては変数をハ
イフン（－）で記述を省略している．

　表４より，穀物グループでは栽培面積が広いほど，
普段の化学肥料代が高いほど「Rate: 肥料成分の割合
を自由に調製できる」特徴を魅力的だと感じることが
わかる．また，果樹グループでは，普段化学肥料代が
高いほど「Cost: 一般的な肥料代の25%を削減できる」
特徴が魅力的だと感じられた．さらに，野菜グループ
では，普段化学肥料代が高いほど「Cost: 一般的な肥
料代の25%を削減できる」特徴を魅力的だと感じるほ
か，栽培面積が広いほど「Rate: 肥料成分の割合を自
由に調製できる」を魅力的だと感じることが読み取れ
る．

 
 
 

 
 
 
 

 
註 1）カッコ内は標準誤差を表している。 

註 2）**，*は，5％，10％水準で有意となっている。 
 
 
 
 
 

表 3 営営農農類類型型別別農農家家のの説説明明変変数数のの基基本本統統計計量量  

表 4 ベベーータタ回回帰帰分分析析のの結結果果  表４　ベータ回帰分析の結果

 
図図 11  穀穀物物ググルルーーププのの MAP 混混合合液液肥肥のの各各特特徴徴にに対対すするる BWS 評評価価結結果果 (n=261) 

 

 
図図 22  果果樹樹ググルルーーププのの MAP 混混合合液液肥肥のの各各特特徴徴にに対対すするる BWS 評評価価結結果果  (n=138) 

 

図２　果樹グループのMAP混合液肥の各特徴に対す
る BWS評価結果（n = 138）

 
図図 33  野野菜菜ググルルーーププのの MAP 混混合合液液肥肥のの各各特特徴徴にに対対すするる BWS 評評価価結結果果  (n=214) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３　野菜グループのMAP混合液肥の各特徴に対す
る BWS評価結果（n = 214）

 
図図 11  穀穀物物ググルルーーププのの MAP 混混合合液液肥肥のの各各特特徴徴にに対対すするる BWS 評評価価結結果果 (n=261) 

 

 
図図 22  果果樹樹ググルルーーププのの MAP 混混合合液液肥肥のの各各特特徴徴にに対対すするる BWS 評評価価結結果果  (n=138) 

 

図１　穀物グループのMAP混合液肥の各特徴に対す
る BWS評価結果（n = 261）
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考 察
　分析結果に基づき，研究仮説の検証を行うととも
に，営農類型ごとに新しい肥料技術に対する評価の背
景を考察する．

１．研究仮説の検証
　本研究で実施した BWS評価およびベータ回帰分析
の結果から研究仮説を検証する．
　まず，BWS評価の結果（図１～３）を概観すると，
穀物・野菜グループは「コスト削減」「NPKのバラ
ンス」「成分調整」といった肥料の経済性や機能性を
重視した．一方，果樹グループは「コスト削減」に加
え，「糖度向上」「食味改善」といった農作物の品質向
上に直結する特徴を強く選好する傾向が示された．こ
れらの結果と研究仮説を照合すると以下のようにな
る．
　研究仮説１「穀物グループは省力化に関する特徴を
重視する」は，sbw.Droneが負となり支持されなかっ
た．穀物グループは省力化（貯蔵・運搬の容易さ）よ
りも，コスト削減や肥料成分に関する特徴を重視し
た．
　研究仮説２「果樹グループは品質向上に関する特徴
を重視する」は，sbw.Sugarと sbw.Balanceが正と
なり支持された．果樹グループは，品質向上（糖度，
食味）に関する特徴を他のグループよりも重視した．
　研究仮説３「野菜グループは肥料成分に関する特徴
を重視する」は，sbw.NPKと sbw.Rateが正となり支
持された．野菜グループは，肥料成分（NPKバラン
ス，成分調整）に関する特徴を強く重視した．

２．営農類型別の考察
　次に，仮説検証の結果とベータ回帰分析の結果（表
４）を踏まえ，営農類型ごとの選好の背景を考察す
る．
　穀物グループは，仮説で想定した「省力化」ではな
く，「コスト削減」や「成分調整」を重視した．特に
ベータ回帰分析では，栽培面積が広いほど，また普段
の化学肥料費が高いと感じる生産者ほど「成分調整」
機能を高く評価する結果となった．これは，大規模経
営が比較的多い穀物作において，個々の作業の省力化
以上に圃場ごとの土壌条件に合わせて施肥量を最適化
し，投入資材コストを抑制すること，すなわち経営全
体の効率化がより喫緊の課題であることを示唆してい
る．

　果樹グループは，仮説通り「品質向上」を強く志向
しつつ，「コスト削減」も同等に重視した．果樹作は
高品質化による商品単価の向上が収益性を左右する重
要な要素である．同時に，ベータ回帰分析で化学肥料
費が高いと感じる生産者ほどコスト削減を重視したこ
とから，経営費圧縮への関心も高いことがわかる．
　野菜グループは，仮説通り「肥料成分」に関する特
徴を重視した．ベータ回帰分析からは，化学肥料費が
高いと感じる生産者は「コスト削減」を，栽培面積が
広い生産者は「成分調整」を重視する傾向が明らかに
なった．多品目・多作型で，品目や生育段階に応じた
きめ細やかな肥培管理が求められる野菜作において，
成分調整の自由度は収量や品質に直結する重要な機能
である．それに加え，穀物同様，経営規模の拡大や資
材費高騰を背景に，経済性への関心も高いことが示さ
れた．

３．本研究の示唆
　本研究の結果，新しい肥料技術が持つ特徴に対する
農業者の評価は営農類型によって明確な違いがあるこ
とが明らかになった．特に穀物作では「経営効率性」，
果樹作では「品質とコスト」，野菜作では「栽培管理
の自由度とコスト」が重視される傾向が示された．こ
のことは，全ての農業者に対して画一的なアプローチ
を取るのではなく，ターゲットとする営農類型の経営
特性やニーズに合わせて新技術の開発・普及戦略を組
むことの重要性を示唆している．

４．今後の課題
　本研究では今後の課題として次の２点が挙げられ
る．１点目に，個々の農業者がどのような懸念のもと
で新しい技術を評価するのかを，より詳細に検討する
必要がある．例えば本研究では，果樹グループが品質
向上に関する特徴（糖度，食味バランス）を評価する
具体的な背景要因までは特定できなかった．営農類型
ごとのユニークなニーズに応えるためにも，各営農類
型の農業者が抱える経営上の課題やニーズをヒアリン
グ調査等でさらに深く掘り下げる必要がある．２点目
に，野菜グループの評価構造について，より詳細な分
析が求められる．本研究において，野菜グループは穀
物グループと果樹グループ双方の懸念を併せ持つ可能
性が示唆された．野菜作経営は，穀物作のような収量
重視の側面と，果樹作のような品質重視の側面を併せ
持つと考えられる．また，露地栽培と施設栽培といっ
た栽培形態によっても重視する点は異なると想定され
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る．したがって，野菜グループをさらに細分化し，技
術受容の動機を詳細に検討することも今後の重要な課
題である．

要 約
　本研究の目的はMAP混合液肥の新技術に対する農
家の評価構造を営農類型別に明らかにすることであ
る．全国の農家650名を対象にアンケート調査を実施
し，Best-Worst Scalingとベータ回帰を用いて分析
した。BWSでは穀物・野菜農家が「コスト削減」や
「成分調整」といった経済性・機能性を重視したのに
対し，果樹農家は「コスト削減」に加えて「糖度向
上」や「食味改善」といった品質向上を強く重視する
傾向が明らかになった．さらにベータ回帰分析によ
り，栽培面積が広い穀物・野菜農家は「成分調整」機
能を，化学肥料費が高い果樹・野菜農家は「コスト削
減」をより重視することが示された．以上より，新技
術の普及には営農類型ごとの異なるニーズに応じた戦
略的アプローチが重要であることが示唆された．

キ ー ワ ー ド
　ベスト・ワースト・スケーリング（Best-Worst 
Scaling），技術受容，MAP混合液肥，Webアンケー
ト調査
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Summary

    Reducing chemical fertilizer use is a critical goal for Japanese agriculture. To accelerate the 
adoption of new technologies, it is essential to understand why farmers' evaluations differ. This 
study investigates how these evaluations vary by farming type (grain, fruit, and vegetable), using 
"MAP-mixed liquid fertilizer"－ a novel fertilizer from recycled resources like sewage sludge－ as 
a case study. We surveyed 650 farmers nationwide, applying Best-Worst Scaling (BWS) to measure 
their preferences for seven key technological attributes. The BWS analysis revealed distinct priority 
patterns. Grain and vegetable farmers prioritized economic and functional attributes, specifically 
"cost reduction" and "component adjustability." In contrast, the fruit farmer group prioritized "cost 
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reduction" just as highly, but also strongly valued quality-related attributes, namely "increased 
sugar content" and "taste balance improvement."
To understand the drivers behind these preferences, a Beta regression analysis was conducted. 
This confirmed that farm characteristics influence the choices. For instance, large-scale grain and 
vegetable farmers placed a higher value on "component adjustability," while fruit and vegetable 
farmers sensitive to high fertilizer costs showed a stronger preference for "cost reduction." These 
findings demonstrate that a one-size-fits-all approach to technology dissemination is ineffective. 
Strategies must be precisely tailored to the unique needs of each farming type, such as emphasizing 
"management efficiency" for grain farmers versus "quality and cost benefits" for fruit farmers.

Key words: Best-Worst Scaling, Technology Acceptance, MAP-mixed liquid fertilizer, Online 
Survey, 

 
 

 
註 1）農林水産省（2019）作物分類の分類表をもとに類型化した。 

 

付表 営営農農類類型型別別農農家家のの栽栽培培作作物物  付表　営農類型別農家の栽培作物
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